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３．庁舎規模等の検討
３－１．新庁舎の所要室・面積・設置基準等の検討 P27

基本構想 素案 修正案
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３．庁舎規模等の検討
３－３．複合化可能な施設機能の検討 P32、33

基本構想 素案 修正案
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４．建設候補地の検討
４－３．建設候補地と比較項目の設定による評価検討 P54

基本構想 素案 修正案
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1新庁舎整備の必要性 1-4.庁舎建替え事業に伴う検討事項 P13

5.建設事業手法の検討 5-2.事業手法の評価 P57

6．今後の進め方 P61

P13

P57

P61

防災機能の確保は、防災専用の施設や会議室を設けるこ
とはせず、通常執務で使用する会議室を兼用的に利用す
る計画とする。
ただし、防災設備（倉庫や非常用発電機等）は、必要

となる規模等を検討する。

基本構想 素案

住民サービス、職務、防災等様々な利便性の向上につながるこ
とから、庁舎の基本計画以降にて、先進事例や、具体の導入施
設にて検討を進める。

令和3年度見込みの地方債残高を考慮すると、これ以上の借り
入れは難しい状況であることから、起債を伴う事業規模や事
業方式の選択は困難であり、当別町においては、33億円を起
債をせずに、一般財源により従来方式で建設することは、町
の他の事業への影響が大きいことから、庁舎建設にあたって
は、官民連携による事業化（PPP手法）を検討する。

今後の進め方に追記案

庁舎機能について

事業手法について

庁舎機能について

ICTを活用した分散化を実施することにより、拠点が複数あっ
ても時間、場所を選ばず、また、ICT環境のない方も、行きや
すい拠点で同じサービスを受けられることで、利便性の向上を
目指します。
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